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産業構造分析と経済発展本

瀬地山 敏

I 技術選択と産業構造

経済発展の課題士考えるさいに， をの中核にな毛産業およびその産業に使用

される生産技術の性質が重要な鍵になるυ このことは，歴史的に顕著な経済発

展の時期に対し， I産業革命」という表現を与えて総称することからも，明き

らかであろう。現代の途 l一国にお日る経済発展についていえば，新しい産業あ

るいは技術の導入は，直接あるいは間接に，多国籍企業の進出という形をとっ

て，進行していると考えられる。そのために，多国籍企業の進出が途上国の発

展に対して，真の利益をもたらすか， どうかという問題が，技術選択，技術移

転(あるいは技術依存)，雇用に与える影響などの角度から検討されてきた。

技術選択が，資本・労働等の生産要素の相対価格を考慮して決定されること

は，よく知られた命題である。この命題が，先進国と途上国聞の産業配置に適

用きれて，先進国では資本集約的な産業，途上国では労働集約的産業という形

の分業が望ましい， とも主張されてきた。先進国では労働コ只 tにくらべ，資

本コストが相対的に低く，途上国では逆に，資本コストが相対的に高いからで

ある。またこれを裏付けるかのように，先進国と途上国のマクロ的生産関数の

計測が数多く行われている。総体的にいえば，先進国 E資本集約的技術が，途

上国で労働集約的技術が採用されてし、ることは事実である。その理由を先述し

た要素の相対価一格の差異にもとめる立場からすれば，そのような選択は合理的

であり，また多国籍企業が，進出先の途上国においてそのような選択をするの

が，合理的であろう。

キ 本研究は文部省科学研究費補助金く特定研究(2))によるものである。
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しかし産業や技術の選択が，要素相対価格の格差を，あるいはそれのみを基

準に行われているだろうか。ブラジノレにおけるアメリカ企業の技術選択にかん

する Mor1ey，Smithの調査は， この問題に重要な示唆を与えている。彼らの

調査は，先進国においては資本集約的生産方法が，途上国においては労働集約

的技術が採用されている現状を，同 多国籍企業の，アメリカにおける工場と

ブラジルにおける工場にはいって，両者の生産過程を比較しながら解明する，

というきわめて着実な方法にしたがったものである。生産過程の比較と併行し

て，彼らはイ γ タピュ を行なしv 工程における技術選択を決定する要因をた

つねている。それによれば，工程の選択にあたって，製品の品質，市場の規模

とし、う要悶に大きな関心がはらわれており，それらの要因に〈らベオヮぱ，労働

コストおよび資金コ旦ト土いう要因ははるかに小さいウエイトを占めるにすぎ

ない。すなわちブラジノレにおいて，労働集約的工程が採用きれているが，それ

は要素相対価格の格差ではなしその工場が生産する製品の品質にかんする市

場の要求の程度，およびその製品にかんする市場規模に，大きく依存している。

彼らはこの調査結果を，次のような技術選択モデノレとして要約している。労

働使用的技術 1と資本使用的技術 2があって，生産量と総費用にかんして図の

C
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ような状況にあると想定する。 C1C1 は労働使用的な技術の，CzCzは資本使用

的技術の，総費用関数である。また Q，は技術 lの生産能力限界点である。両

費用関数は産出量 Qで交わり，現在の生産量が Aの水準であるとすれば，技

術 2が最適な技術になる。いま賃金が低下し，それぞれの費用が点線で示した

位置にシフトするものとしよう。その場合，生産がひきつつきAの水準で行わ

れるとすれば，技術 2 から技術 11~変更するのが有利である。図より明きらか

なように，賃金の低下にもとづき，技術のスイッチが行われる可能性があるの

は，生産量が QQ，の範囲にあ畠ときである。 Morley，Smith はこの範囲を

p口 ccscnsitive range (PSR) と呼び，現実にはきわめて狭い範囲である，と

考えている九

とのモデノレが，先進国と途上国の技術選択について示唆していることは，次

の点である。

進出企業が，本国で直面する市場規模と進出先で直面する市場規模の関係に

は，三つのケースがありうるoa 両者ともに PSRの左側にある。 b 本国で

の規模が PSR の右側にあり，進出先での規模が左側にあるoC 本国での規

模が PSRの右側にあり，進出先の規模が PSRにある。ケース aにおいては，

進出企業は本国においても，進出先においても J 労働使用的技術を採用するの

が合理的である。ケース bにおいては，進出企業は資本使用的技術を本国では

採用し，進出先では労働使用的技術にスイッチするのが，合理的である。両ケ

ースとも技術の選択は，賃金の格差が存在するにもかかわらず，市場あるいは

生産規模によって、決定されている。ケ一月 cでは，進出企業は賃金格差を考慮

して，労働使用的技術に転換するのが合理的でああ。このように，生産工程の

1) Morley， Smithは PSRについて， さらに次のように説明してし品。 PSRは両技術開で，資
本コストの差が小さく j 苦闘コストの蓋が大きければ，拡大する。しかし両技術が，それぞれ一
定の可変慣用をもっと考えるのが現実的であるから， PSRはそれほど大きくならなL、。 PSRは，
また資本町多使用による規模の経済が大きい場合にも，拡大する。賃金の正下により，技術2よ
りも技術 Iが有利になりうるが，その場合肢術の切り換えは行わず，生産量の大半を規模の経済

を追求サるために技樟j2で行なし、限界的〔付加的)生産量を，要素価格の変化に対応した設備
の選択〈技術1)によって生産するりが現実的であると考えてしる。
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技術的特性を背景に，名工程が対象とする市場規模に応じて，異なった資本・

労働比率が生じることになる。このことはさらに踏みこんでいえば，進出先の

市場規模が大きければ， (賃金格差の存在にもかかわらず)資本使用的技術が

採用される可能性があることを市唆している。進出 H的が輸出基地としての現

地生産である場合，その可能性はきわめ亡現実的になるヘ

Modey， S皿 ithによる研究方法を踏襲して，われわれも，束南アジアに進出

している日本企業について，技術選択にかんする調査を行なコた。われわれの

調査においても，進出企業が，生産能力および生産方法を決定するにあたってs

製品の品質と市場の規模や重視Lていることが， 明言らかになったへわれわ

れの調査は直接的には，技術選択を規定する要因を調査することを目的として

いたが，経済発展の課題に接近するには，産業ー宇技術をこのような次元だけで

分析するのは適切ではない，という貴重な知見を調査の過程で得た。

途上国は輸入代替あるいは輸出代替をはかる目的で，多国籍企業の誘置を促

進してきたが，それらの企業あるいは産業の多〈は，原材料・部品供給あるい

は製品加工，技術水準等の点で，進出先の圏内企業あるいは諸産業からは弧立

している。したがって外貨を節約し，あるいは外貨を獲得するという目的，直

接的雇用の創出の面かbみれば，その現実的成否は別にして，いもおう肯定で

きる政策といえようが，新しい産業，技術の導入を契機に，経済発展を内生イじ

するとし寸観点から見れば，きわめて表面的な効果しか持ちえなし、。経済発展

が白立的に行われるためには，導入される産業と原材料・部品供給や加工の面

2) 多国籍企業の技術選択にかんして，要素価格化j 技術町特性，生産畳等の要因が占めるウェイ

トを分析したもうひとりの研究として. Lipsey， Kravis， Roldanによる統計的研究がおる。彼等

は(1)途上国において資本労働比率が低いのは，途上国に資本信働比率が構造的に低い産業が

配置された結果ではな<，各産業℃労働集約的な方法が採用された結果であること， (2)労働集約

酌方法の評月は，途上国の低賃金に依存するものであり，規模要閣の影響は小さいこと，を結論

として導いている。 Morley，Smithの工場調査による万法と異なった手法で，異なった結論を提

出していることに注目しておこう。

3) 調i藍は， シンガポール， マレーシア， タイの 3ヶ固に進出している， 繊維(紡績，化繊) 4 

社，電機3社，自動車3社。日本企業を対象に行なった。調査の詳しい内容については，瀬地山

敏，書見威志「現代多国籍企業の肢術選択J(昭和^'年度特別経済調査レポ ト，日木貿易振興

会〉を!参照いただきたv、。
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で連関をもっ諸産業の育成についても，政策的措置が必要であり，発展をもた

らす技術移転はそうしてはじめて可能になるといえよう。すなわち産業の構造

化が必要である。われわれが調査した自動車と電機のケースは，経済発展の問

題を，そのような視点から考察しなければならないこ Eを示唆している。

タイ，マ V ーシアにおける自動車の年間生産台数は10万台前後であるが，こ

の市場にほとんどの同本企業が進出 Lているため，各社の月間生産台数は全車

種を含めて，千台から 2千台というえk準である。工場には，鋳物，機械加工な

ど内部部品の製造工程はなく，プレス，溶接，塗装，組立てのライン部門だけ

である〈ただしプレス工程のない工場が普通である〉。また園内に内部部品を

供給する産業がなし、から，主要な内部部品は本国から輸入され，いわゆるノッ

クダウ γ方式による生産が行われでい品。部品の現地調達にかんする現地政府

の関心は強いが，実際調達できるのは， ウィ Y ドウ， ワイハー，座席シートな

どである。このように生産台数が少ないために，品質を重視するために塗装工

程の一部に， 日本の工場と同じ電着塗装を行なっていることをのぞ日ば，すべ

ての工程において労働使用的技術が採用されている〈たとえばロポットではな

く汎用溶接機の使用など)。また同じ理由から， 部品産業は形成されていない。

自動車工場は産業の連関の中で孤立しているような，存在である。これに対し

電機は対照的な状況にあった。われわれはこの産業ではテレビを外国に輸出し

ている企業の工場とテレビを進出先市場向けに生産している企業の工場を調査

した。発展する海外市場と品質にかんする要求に直面している工場の場合，品

質と直接関係のない梱包や安全試験などの工程では労働力に依存しているもの

の，チューナー， シャーシー，キャビネットの工程〈ただしプヲウン管は巨額

の固定資本を必要とするから，東南アジアでは生産きれない〉では日本とほぼ

同じ機械化が行われている。園内市場を対象とする工場の場合，チューナ一生

産におし、てはかなりの労働集約的方法によっているが，市場の拡犬，品質の安

定化などの理由から，シャ -vーの生産工程に，新鋭機械のイソサート・マジ

Y を導入している。イ y-lj-ート・マジγはプリソト基盤に数百個の電子部品を
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はめこむ機械であるがp その導入は月産1万台では採算に合わず，また 1台の

導入により 50人程度の人員削減が可能になる，といわれている。この機械が，

作業効率のよい， 日本にくらべれば安価な労働力が存在するにもかかわらず，

採用きれているのである。市場規模，製品の品質と技術選択について上述した

関係をここでも確認する乙とができるが，もうひとつ注目しておかなければな

bないのは，テレビ生産に関連する部品供給の産業が現地で形成され1いるこ

とである〈乙の分野に進出している日本企業もある〉。 自動車のケースと異な

わ，テレピの場合には1 関連する産業が構造として形成されているo

このふたつのケ-7.が示唆するように，市場規模・製品の品質，技術選択，

産業の構造化のあいだには，相互的関連がある。経済的発展が自立的な 4のに

なるには，この相主的関連が拡大する方向に確立されねばならない。またこの

連関の一部である産業の構造化を表現できるような，産業構造の概念が必要で

ある。木論文はそのような概念としてJ Sraffaの‘ sub-system"Pasinettiの

‘vertIcal integration' を応用するための予備的検討を課題とする。第2節は

Pasinettiのそデノレについて，それと本質的には同ーの尾崎厳教授の umt

structureと比較しながら，説明する。第3節では， このような産業構造分析

の有用性を例示するために，われわれが行なっている日韓の産業構造比較研究

の一部を紹介する。きいごに第4節では，産業構造分析によって可能となる将

来の課題のいくつかを指摘して，結びにかえたい。

次節にすすむ前に，従来の産業連関分析についてあらかじめ，簡単に整理し

ておくことが適切であろう。経済発展という視角からみるとき重要なのは，産

業連関表から計測される‘三角化'や‘スカイライン分析・である。これらは

いずれも Leontiefによ勺て提唱され， Chenery， Watanabe， Tsukui等の先駆

的研究により，一般化することになった。 2国聞の経済発展段階の比較や 1国

における発展段階の比較にさいして，よれらのバターンや指標が有益であるこ

とはいうまでもない。 しかし経済発展の段階を把握したり，経済発展を促進す

るための産業政策をつくるにあたって，特定の生産物を中心とした産業連関の
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状況を知ることも必要であろう。本論文では，そのような連関を産業構造と定

義しその意義を解明するわけである。

11 Vertical Integrationと UnitStructure 

(a) Pasinettiのモデル

まず VerticalIntegrationについて説明しよう。

諸記号

X(t): t年に生産される m種の生産量ベクトノレ

Y(t) : X(t)から replacementを除いた純生産物ベクトノレ

S(t) : X(t) を生産するのに年の期首に必要な資本ストッグ〈流動資木

を含む〉のベグトノレ

a， ・財1単位を生産するのに，必要た年間労働投入量ベクトノレ

A aリを成分とする行列。 aリは.J産業の生産に必要とされる第 z資

本財(固定資本と流動資本)の数量

A" aリc を成分とする行列。 aifは.J財 l単位の生産に必要とされる第

z流動資本の数量

AF ・aj/ を成分とする行列。 α『ノは.J財 1単位の生産に必要とされる第

g固定資本の数量

O : Oj を成分とするベクトノレ。年々あの割合で第1固定資本は摩耗す

る

Aホ
: A"+AFo (し、わゆる 1.0分析の A にあたる〕

経済の数量体系は

(1) (I-A勺x=y

(2) 向 X =L  

(3) AX  =S 

問じく価格体系は

(4) p=a，四十pA*十pAπ
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である。こ ζで叫 πはそれぞれ賃金率，利潤率で，pは価格ベクトノレであ

る。

第 z財の純生産物(最終需要〉だけを生産し，他の純生産物が 0のアクティ

ヴィティをベクトノレ Y，(t) とすれば，次のような関係が得られる。

(5) X'"=(I-A*)-IY， 
(6) L的 =a，(I-Aり lY;

(7) 8"=A(l-A勺-lYj

(8〉 EYt=Y.E  X〈』X

(日〕員 Vi)=L， L;8ι'=s 
民主充足するためには X日〈ベクトノレ〉の総産出量の生産が行なわれる必

要があり，その生産を行なうには s(;)(ペクわけの資本財とL'すりの労働投入

が必要である。 (5)，(6)， (7)が Pasinettiの「垂直的統合部門J(Vertical 

Integration) にあたる。そして， (8)， (9) は，そのような各最終財ごとの

「垂直的統合部門」を集計すれば，も Eの数量体系(1)， (2)， (3)になるこ

とを示している。

a，[I-A吋 1 (いわゆる Leontiefの準逆行列)を v，A[I-A吋-1 を H と

すれば，vの第 z成分 v"H の第 z列 h，はそれぞれ，第 f垂直的統合部門

において，純生産物 tをl単位生産するのに直接・間接に必要な heterogene-

ous physical quantities of comodities (1. e. a unit of vertically integrated 

productive capacity)にあたることは， (5)， (6)， (7)より明らかであろう。

したがって(町，h，) によって，第 z垂直統合部門を代表させることができる。

(10) (V" h，) 

以下では， (5)， (日)， (7)のかわりに， (10)を第 i垂直統合部門と呼ぶこ

とがある。

(b) 垂直的統合化の高層化

ある財を純生産物として 1単位生産するのに， 直接・関接に必要な hetero-

geneous な資本財の集合を， その財の生産能力 1単位とみなすという立場を
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Pasinettiはとっている。いまその財が， あるいはその財の一部が，投資財で

あれば，その機能は将来の生産能力であり， したがって，上のように定義した

生産能力単位にそうように，投資財の測定単位を変更しなければならない〈そ

の財が純粋に消費財であれば， この問題は生じない〉。 ところがその投資財は

消費財と同じように，最終需要の対象となる財である。垂直的統合部門の高階

化がこうして必要になる。

(a)で定義した統合部門をかりに 0階白統合部門とすれば，高階化とは 1階以

上の統合部門をさナ。 ζの高階化された統合部門の志義はなにか。 Pasinetti

は高階化された統合部門の意義を

(1) いわゆる‘Smithのドグマ'のE当性の論証

(2) 価格の労働量への還元

に見し、t"1，ている。われわれの関心は産業構造分析にあるから，その視点から

検討しなければならない。検討にはいる前に，価格の形成原理として統合部門

を利用した Pasinettiの分析を，説明Lなおす必要がある〔なお以下では簡

単化のために A*をAとして考えている〕。

(a)で説明したように，価格体系は次のとおりである。

(0) p=αo四 +pA+pAπ

これより，

(1) p=ao[I _AJ-l叩+pA[I-AJ-l~

Pasinettiは v=ao[!-AJ-'，H=A[I-AJ-lとおいて，

(2) p=即 v+pHπ

を導き， Smithの命題を定式化している。ところで pHはJ その第 j成分に

ついていえば，第 J最終財を純生産物として 1単位生産するのに，直接・間接

に必要な商品の集合 SWの価格である。いま九=pHとおけば， (2)より

(3) P，ニ wv，十P忌Hπ

を得るo ただし vk=vH。さらに P，'=P，H=pH'[pH'の意味 第i商品を

純生産物として 1単位生産するのに必要な資本財の集合 Le 生産能力がある。
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その合成商品を 1単位(能力ターム〉純生産物として生産するのに，直接・間

接に必要な資本財の集合の価額1とおき， (2)を考慮すれば

(3)' P.'=即 Vj?+P，.2H

ただし.v，，2=v，.H 

この連鎖により得られる関係 ((3)，(3)'， (3)ヘ…〉と (2)より，

P='ιV+WV，i1!'+叩v，'が+

となり，価格の労働量への還元が得られる。一見して機械的な代入の連鎖に思

われるから，その背後にある垂直的統合部門とそこでの価格体系との関連を，

別の視点から確認しておこうロ

第 J商品のみを 1単位，純生産物として生産することを，ベクトノレ Y，で表

わす。 (0)の両辺に右から Yj をか円ると，

( 1 ) P J = waoXw + pAXuコπ

文〈β ・第J商品に対する 0階統合部門産出量

が得られる(あは第 1商品の価格〉。

(3 )は v"P，=pHの定義より

P，=ao[I-AJ-'H四 +pA[l-AJ-'π

であるが，これも両辺に右から Yj をかけると，

(5) P'j=α，X，ω叩十pAXk(J)π

Xk(j)・第1階の統合部門(第1商品のいわば資本財に対する統合

部門〕の総産出量

が得られる。 Pk2，Pk3，・についても同様の関係が得られる。したがって一般に

「商品の価格(あるいは合成商品の価額〕は，そのJ宣邑エ皇室，，{主全盛直品i

豆金主霊登童亙主する統合部門において，その総産』恒三亘遼二盟童1;:盛夏主主土

煙1;:主主亙童金と， その総産出に必要な資本に壮士亙主Ui;'l<v塑主亙ゑJとい

うこと古hロきょう。

あるいは(産業の「構造」を分析するという関心からみて)， (4)および(5)

は次のような意義をもっ。第j'ffii百産出物の生産構造と価格は(4)でわかる。第
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j商品を生産するに直接 間接に必要な資本の生産構造と価格〈価額〉につい

てJ もっとたちいった理解を必要とするときには， (4)だけでは不十分であ

る。それには(5)に進まねばならない。現実の生産体系は産業連関表にみられ

るように同時的相互依存の関係である。つまり生産は迂回している。‘ vertical

integration .は，こ叩同時性をいわば時間化して，単線進行的な自己完結的生

産構造としに表記寸る工夫になる (ι の理解は， Sraffaが‘小体系'をもちい

て‘日付をもった'労働量で価格を説明するのとまったく analogous である〉。

したがって(4)および(5) (必要ならばさらに高階化するのもよしつをもちい

て，第J生産物について二国聞の，あるいは一回における異時点間の，必要な

レベルでの，生産構造と価格(額〉を分析することが可能になる。

(0) 尾崎教授の unlt-structure

W. Leontiefは投入・産出分析を行うことにより，経済の規模拡大とそれ

にともなう諸産業の関連する構造の変化を考察Lょうとした。尾崎厳教授の

‘unit structure J は， Leontiefのそのような方向を追求して，経済発展の産業

構造分析を行うための，基礎的概念である。‘ unitstructure'は， Sraffaの

‘sub-system " Pasinettiの 'verticalintegration' と， 本質的に同じ考え方

であるから，両者の関係について，簡単に検討する。

レオンティエフの逆行列[I_AJ-lの第1列は，第j商品を純生産物として

1単位生産するのを可能にする総産出量のベグトノレを示す。そしてこのベクト

ルの成分を対角成分にもつ対角行列を作れば，Aとこの対角行列の積である行

列 U が，第 1最終生産物の unitstructureを表わす。

いま[I_AJ-lの第 J列を (Clj，C2;， cm~)'， 第 j 商品の unit structu re 

を行列 U日とすれば，

』

all" 

UCj) =1 a21' 

Laml" 
::JJjl;;;:] 
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トallCIj a12C2j-' 

=1 aZtClj a2.ZCZJ'-' 

ドG爾 lC，j am2Cmj 

almc"'i 

口 a2mCmj

ammCjm 

が，第j商品に関する unitsystemまたは unitstructu問である。

Pasinettiの SU) を同じ記号で表わせば

品川=A[I-AJ-'Y，
“H a" a'm 

=1 a21 I Clj トIQ22 I CZj +ー+I a'm I Cmj 

~aml_1 I_Gm2_1 )_a"，m_  

である。一見して明らかなように， Pasinettiの S(j)の第 i成分は.unit struc-

tu回の第 Z行の成分世加え合わせたものである(第 2行革の。あるいは Uω はP

S{j~全盛金主つまり SU) なる合成商品を構底土呈室三島由主笠杢~l主L

主皇賞il5ヱ」どれだけ必要であるかの明細を示したものであるといえる。

詳しい検討は次節で行なうとして，両者は次のような関係にあ品。

S(J)資本 uω・資本配分

労働

! 

i S'ρ1 Uu U12 ・・Ulm

I_-:，J I S'''m 

mzh 
一一

D
 F

 
↑
 

U21 U22-""'UZm 

Uml Um2......Umm 

第 1;最終商品

第 ji統合部門 (Pasinetti)

第J最終商品

第 junit structure (尾崎〕

(d) 両者の比較

前節でみたように，両者の相違点はt unit structureには直接・間接に必要

な労働に関する情報，すなわち ao[I-AJ-l CPasinettiのめ，と産業の高度化

された陪梯を追跡する方法 (Pa田 ncttiの=高階化された'垂直統合部門〕がな

いが， S'ρzが各部門にどのように配分され，生産されているかにかんする情報
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がある。これらの点について，簡単に解説しておこう。

1) ao[I -AJ-' 

本来} Pasinettiは α"が年々可変的であるため，勤学分析にはなにか時聞

を通じて不変のものがなければならないとし，ある産業の技術の変化が影響を

与えないような「構造」として，垂直統合部門を考え，それを (v"h，)で代表

させる方法をとった。そして，技術進歩の影響を町の指数的低下という形で

表現しようとした。んはいわば不変と考えられるヘ

先述したように ao[I_AJ-lは，最終製品 1単位を生産するのに，直接・間

接に必要注労働量を与える。すなわち構造的に必要な労働量がこれによってわ

かる。したがって，直接に必要な労働量のみをターム左すZ労働生産性と異な

り，産業構造に依拠したトータノレな労働生産性を知るのに不可欠であるの 2国

間あるいは 1国における異時点聞の生産性の比較を行なう場合に，この係数は

重要であろう。

2) ‘不変'なるもの

尾崎教授は，a;j も，それから unitstructureの U，"j さえも可変的であるこ

とを観察している。尾崎教授が‘不変性'をみるのは，行列Uの各成分の数値

ではなくて，それらの数値の構成する行列の‘パター y' である。これに対し

Pasinettiは S円つまり unltstructureの行列の各行和の不変性を想定してい

る(その実耐甘裏付けはないが， A[I _AJ-lの数値に，ある産業の aijの変化

が与える影響は無視できると考えている〕。つまり両者には，なにをもって‘不

安'と考えるかに相違がある。 しかし両者いずれにおいても， なにか‘不変'

のものが必要 Cあると考えられていると ιろが興味深い。

3) unit structureの情報と‘高階イじされた'統合部門の情報

両者においてはいずれも第J純生産物を 1単位生産するのに，直接・間接に

め これらの点について新飯田宏『産業連関分析入門~ (昭和"年〕は，技術進歩により a"は可
査的であると考えられるが，現実にはあ支り変イkしない，企業は蝉闇生産性円上昇につとめるか
ら， 技術進歩に関連してはz むしろ Leontiefc9準逆列 ao[l-A]-Iの変化に注目すべきであ
る， としている。
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必要な資本について注意が払われている。両者とも「自己完結的」なシステム

をねらっているからである (unitstructureはその「資本Jを行列の形で，

vertical integrationはそれをベクトルつまり合成商品の形で表現するという

違いはある古り。したがって，両者のシステムにたど主f 等Lく，主0)I資杢」

は生産されている。たとえば Pasinettiにおいては，第J統合部門の総産出量

は，第j純生産物 1単位と総産出に必要な「資本」との和になってし、ると乙ろ

から，この点は自明であろう。すなわち

xωニ[I-AJ-' Yj~ Yj+A[I -AJ-'Yj~ Yj+S日

しかしここで注意しなければならないことがひとつある。 I資本」はたしか

に両 Vステムで「生産」されているが I資本」の「生産Jは，そこでは，純

生産物 Jの牛産に関連して， いわば impIicit に説明されているにすぎない。

「資本」そのものの生産争，明示血1:::金主主亙必室生当主主ーも~士五五回主

立竺主立で」主杢土金主左呈。したがって，ここに統合部門を高階化する必然性

が出てくる。つまり S'β を純生産物とする統合部門を考えることが必要にな

る。このように umtstructure と高階化された統合部門は， 次元の異なる有

用性をもったものである。

4) 価格分析の必要性

二国間，異時点聞の産業構造の比較において，費用効率の面から比較するこ

ともまた， きわめて重要である。われわれは，その比較が，産業構造のどの段

階でも行えるように，第2節 (b)の(4)， (5)式の関係を導いた。比較すべき

経済体系にどのような価格体系(均等利潤率か不均等利潤率か)を前提とすべ

きかについて，いっそうの具体化をする必要も場合によっては生じようが，と

にかく，第 1次接近乙しては，均等利潤率と賃金率を前提として， (4)， (5) 

士費用効率の分析に利用することは有意義であろう。

III 産業構造の比較

経済発展の分析にあたって，産業を構造として把握する考え方は，いままで
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述べてきたように，重要である。この考え方によって J われわれは日本と韓国

の経済発展を比較する作業をはじめているヘ以下では産業構造分析の有用性

を例示する目的で， vertical integration の計測， それによってあきらかにな

る問題等を紹介してお〈ことにする。

a) Vertical Integrationの計測

前節で述べた VerticalIntegrationによる産業構造分析を，韓国については，

78年哀と83年表， 口本については， 75年表と初年表によって計測した。比較を

可能にするために，韓国の60部門，日本の84部門を， 25部門に統合している

(表。o Verticl'Il T ntegratinnはJ 統合された各部門にかんして，韓間のぼあ

いは10日万ウォ/'， 日本のばあいは1C日万円の純生産物を生産するに必要な資本

(ん)と労働(叫〕を計測したものである。なおんの計測において，単位は万

ウォン(韓国)，万円〔日本〉であり， 4万ウォン 4万円以下の計数はきり

すてている。

対象としている1978年から1983年の 5年聞は，特に韓国についていえば，す

でに重化学工業化の段階に入っており，中でも機械部門の民間固定投資が急速

に進行した時代である。従って一般機械(部門番号 4)， 電気機械(部門番号-

5 )，自動車(部門番号 6)の部門を取り上げる。その分析の結果は次の通り

である。

b) 日本と韓国の比較

一般機械 電気機械，自動車について，韓国の78年計数(表4競争型〕と日

本の75年計数(表 2)， 韓国の83年計数(表5競争型)と日本白日日年計数(表

3) とを比較してみれば明らかなように， どの部門にお、、ても，生産に必要な

資本のうち大きな割合をしめる金属プロックの計数が，この 5年間に近接して

きている u これは，韓国がこれらの純生産物の生産において，生産手段，原材

料の輸入を行いながら，次第に日本に近い産業構造を形成してきていることを

5) 日本と韓国の辞情発展にかんする廿巌研需は，中島章子 f京大)，高増 明(大阪産業大-)， i' .. 't 

目車生(京大大学院)，吉田雅明〈京大大学院)，韓福相(京大大学院〉および，辛 康済(韓
国檀国大〉の参加をえて，行われている。



金属プロック

1鉄鋼

2 非鉄

3 金属三次

4 一般機械

5 電気機械

6 自動車

7 その他輸送

8 建設，土木

非金属フロック

9 食料品

10 繊維糸

口繊維製品

12 皮革

13 木村』木製品

14 紙』印刷

15 化学

16. ゴム製品

17 その他製造業

(精密，窯業，

事務用品，梱包〕

素原材料プロック

18. ~林水産業

19鉱業
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第 141巻第2田 3号

意味する。このような産業構造が，後述するように，輸入に頼りない，いわば

自立したものとはいいがたいが，産業構造が類似化して行〈傾向がうかがわれ

る。

c) 自給度の推移

各部門の自給皮については，よく知られたλ カイライン分析がある。この指

標は生産物の 1部門に限定して，そこでの自給度を計算するものである。 Ver.

tical integrationを用いれば，その生産物を生産するために直接・間接に必要

な資本財をすべて考慮にいれた，産業構造としての自給度を計測することが可

能になる。韓国のト O 表は競争型と非競争型のz種，作成され亡し、るから，

一般機t此電気機械，自動車の 3部門において，対象とする 5年間に自給度が，

構造的にどれだけ上昇しているかを検討することができる。 78年の競争型と非

競争型のE十数の差をくらべれば，一般機械，電気機械， 自動車はいずれも P ど

の資本財項目をとっても， 5年間に減少している。とのととは， との期間に輸

入代替が進行L，産業構造古川、っそう自立的になっていることを意味する。

d) totalな労働牛産性

Vertical Integrationのもう lつの計数である引は， Leontief準逆行列で

ある。それは純生産物を生産するのに，直接・間接に必要な労働を与えてい墨

か 0， その逆数は， 産業構造としてみたときの total な労働生産性を示す。

この totalな労働生産性の変化を，韓国にかんしてみてみよう (妻 6)0 78年

の計数は，各部門とも 198，年を基準とするそれぞれのおfl.ator で実質化して

いる。

両年度を比較してみると，皮革，目動車，電気機械において，直接・間接に

必要な労働は，ほぼ半減している(皮革0，52，自動車0.55，電気機械0.59)。これ

らの生産において，労働生産性はわずか5年の聞に，ほぼ 2倍に上昇している。

皮革， 自動車，電気機械は輸出において主導的な製品であるが，これらの生虚

を支える産業構造全体としての生産性が上昇していることも，その重要な一因

であると理解できる。
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表 6

VERTICAL INTEGRATION' (LABOUR) 
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IV 産業構造分析の与える展望

前節において VerticalIntegration による産業構造分析を， 簡単に例示し

た。もとより産業構造分析にはJ 経済発展の問題を考えるにあたっ(， fl血目点

においても，有効な役割りを期待することができる。結びにかえて，そのい〈

つかの領域を，われわれの今後の課題と Lて，あげておくことにしよう。

a) 経済発展の把握

一国の経済発展は，産業という視点からみるとき，諸産業聞の技術的連関が

形成されて，起こるものであると理解することができる。たとえば日本の自動

車を例にとれば，加工組)[産業である向動車産業の成長は，素材型産業である

鉄鋼の，とりわけ自動車用の冷延薄板鋼板の開発と連関している。したがって

一産業の規模の拡大は，かならずそれと技術的に連関する諸産業の成長をとも

ないながら，進む。この意味で，経済発展はいわば内生化されるといえよう。

産業構造審議会(経済安全保障問題特別小委員会『経済安全保障の確立を目指

して』昭和57年〉は，このような考え方にたち，わが国の産業政策としてJ 代

替エネルギー，宇宙，情報などの先端的産業分野を追求するだけでなしささ

に指摘した重要な技術連関を維持・発展させるような産業構造を，確立する政

策も必要である，と提言している。

この提言を行うにあたって，審議会は UnitStructure による産業構造の概

念を用いている o U nit Structureおよび VerticalIntegration は， 特定の生

産物にかんfる技術連闘の構造を与えるもの Eあるから，各国の経済発展の差

異および段階を具体的に把握するのに，適している。またそのような把握によ

って，産業政策，開発政策は，それにともなう金融政策をふくめて，構造的な

合理性をうることになろう。

b) totalな費用分析と国際的特化

Unit Structureとは異なり， Vertical Integration は第一段階の高階化を行

って，資本財の生産にかんする産業構造を遵くととができる。第2節(めで論
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じたように，ある生産物を生産するのに必要な費用，さらにその生産手段を生

産するのに必要な費用を計算できるから， VertユcalIntegration を利用すれば，

生産物にかんする totalな費用分析ができる。

生産物が国際的に特化している原因を通常の分析では，その産業に固有の要

因(たとえばその産業における資本集約度，賃金なと〕によって説明される。

しかしその生産物は，いままで繰り返し述べてきたように3 他産業と連関す

る技術構造の中で生産されている点に注目すれば，国際的特化をもたらしてい

る要因を，その産業だけに阪定すののは，適当であるとはいえないだろう。

Momigliano と Siniscalcoは VerticalIntegrationを用し、て， 各統合部門

の R&Dに従事する雇用者数を算定し，国際的特化と R &Dの関係を，イ

タリー経済について分析している。 Vcrtical Integration をもちいて費用分析

を行えば， もっと確実な形でp 生産物が特化している構造を調べることが可能

であろう。

c) 技術移転・輸入代替の効果

研究を拡充すべきもう一つの方向として，技術導入あるいは移転の効果分析

が考えられる。技術導入(移転〉は，諸産業が技術的に連関していることを考

えると，ある生産物の産業構造がより完備する方向においてもっとも寄与する

ものでなければならないが， この問題を検討するのに Vertical Integration 

による分析は有効である。また同様の視点から，輸入代替や輸出代替の可能性

を，産業全体の連関を考慮にいれて，検討することができょう。
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